地方分権改革推進委員会　「第1次勧告」について

地方分権改革推進委員会（以下：分権委員会）は、「第1次勧告」をまとめ、5月30日に福田首相に提出した。

第1次勧告の課題は多岐にわたるが、「勧告」に該当する部分は、国から地方への事務・権限の移譲（第2章）、都道府県から市町村への権限移譲、補助対象財産の財産処分の弾力化（第3章）などであり、政府に具体的措置を求めている。

第1次勧告の内容のうち、地方分権を推進する自治労として、国と地方の役割分担を見直し、基礎自治体優先の原則に基づき、国から地方、都道府県から市町村へ権限移譲を推進する考え方は評価できる。

しかし、政治が「ねじれ」構造のもと混迷するなかで、政治がリーダーシップを発揮しない限り、第1次勧告で示す分権推進の具体化は不透明な状況にある。また、分権委員会で検討された課題は、経済財政諮問会議などの検討課題と歩調をあわせている。このことは、構造改革路線の枠内で進めた、規制緩和や小さな政府論のもとでの分権改革となる懸念がある。こうした不透明な状況にあるなかで、自治労がめざす公共サービスの拡充と地域の自己決定権の拡大につながる分権改革となるよう、動向を注視しなければならない。

個別課題でみると、国から地方への権限移譲は、第1次勧告までに結論が出た項目は少なく、多くは第2勧告以降に結論を先送りした。幼保一元化、教育、医療、生活保護、労働、土地利用、環境分野など多岐にわたるが、国から地方へ地方分権の推進に沿った結論になるよう監視しなければならない。また、直轄国道、一級河川の一部について、国から都道府県への移譲の方向性が示された。移譲対象となる個別の道路、河川は、国土交通省が自治体と調整し、第2次勧告までに具体案を示すとしているが、財源・権限一体の移譲を強く求める必要がある。

また、国庫補助事業等の補助対象財産の転用や譲渡が制限された点に対し、地方が求めてきた財産処分の弾力化が勧告されたが、早急に実行すべきである。

都道府県から市町村への権限移譲は、市を優先的な権限移譲先とする内容を勧告した。地方分権を推進する観点から、権限移譲を示した点は理解できるが、移譲事務ごとに政令市、中核市、特例市、市、市町村と区分けし、法令で一律的に義務付ける点の影響について検証が必要である。

　今後、第1次勧告は「骨太方針2008」に反映され、2008年末に「第2次勧告」、2009年春に「第3次勧告」と続き、2009年中に新地方分権改革一括法で必要な法改正を行う予定である。自治労は、自治総研、連合などと連携し、引き続き、分権委員会の動向を注視するとともに、分権委員会、政府に対して必要な提言を進め、真の地方分権改革を実現する運動を推進する。
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